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重要事項

 KPMGは、本業務を2021年2⽉12⽇より開始し、2021年3⽉31⽇に終了した。した
がって、その後に⽣じた事象や状況の変化について、本報告書には反映されていない可
能性がある。 

 本報告書を作成するに当たって基礎とした情報は、⼀般的な⽅法で⼊⼿可能な公開情
報であるが、KPMGはこれらの情報に対してその正確性や妥当性について責任を負うも
のではない。

 本報告書に記載内容は、公表情報、⽂献情報、並びに、貴省提供情報等を踏まえ、
本業務の検討⽬的で、⼀定の前提のもとに調査したものである。 

 KPMGは本報告書に記載されている⽅向性等に関して推奨することはしない。また、将
来の事業・政策等に関する意思決定には関与しない。本報告書に記載する助⾔・調査
内容について、貴省は独⾃に検証を⾏い、当然ながら、将来の事業に関する意思決定
は貴省の責任の下に⾏われる。 

 本報告書の作成に当たり、基礎とした主要な情報の出処は、本報告書に明記したとおり
である。KPMGが本報告書に含めた情報は、本調査⼿続の過程で⼊⼿したその他の情
報と⼀貫性があるものと考えているが、KPMGはこれらの情報の出処に関する信頼性の
検証は⾏っていない。

 また、本調査⼿続は監査とは異なるため、KPMGはこれらの情報の正確性、網羅性ある
いは妥当性等について何らの証明を⾏うものではない。また、 KPMGはこれらの情報に対
してその正確性や妥当性について責任を負うものではない。

 本報告書中に「KPMGによる分析」「KPMG作成」と注釈を付した部分は、基礎情報に
対してKPMGが何らかの分析を⾏った結果が提⽰されている。ただし、この分析は⼀定の
前提条件の下で⾏われたものであり、蓋然性や実現可能性を保証するものではなく、ま
た、KPMGは当該基礎情報に対する責任を負うものでもない。

 本報告書に記載した内容は、特に記載した場合を除き、貴省による査閲を受けていない。

2021年3⽉31⽇

〒 100-8172
東京都千代⽥区⼤⼿町1-9-7
⼤⼿町フィナンシャルシティ サウスタワー
有限責任 あずさ監査法⼈

2021年2⽉12⽇付業務委託契約書（以下、「本契約書」という。）にて合意された調査項⽬に
係る調査報告書（以下、「本報告書」という。）を作成致しましたのでご査収願います。本契約
書において、貴省との間で合意された調査範囲を定めており、その調査範囲の各項⽬は、本件検
討にあたり、重要であると貴省にてご判断頂いた事項となっております。尚、本報告書における検出
事項は本件を実施すべきか否かについての助⾔ではない点につき、⼗分にご留意願います。

⼜、本報告書は貴省に対してのみ提出されるものであり、本契約書に記載してある場合を除き、
あずさ監査法⼈（以下、「KPMG」という。）との間で事前の書⾯による承諾がない第三者に対し
て、全⽂あるいは⼀部を引⽤⼜は参照に供することはご遠慮願います。本契約書の別紙1に記載
されている本調査の調査範囲は、貴省とKPMGとの間で合意されたものであり、本報告書が提⽰
された、あるいはコピーを⼊⼿した第三者に対してKPMGは責任を負うものではありません。
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東京都千代⽥区霞が関1-3-1
経済産業省産業技術環境局技術振興・⼤学連携推進課御中
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3. 企業の研究開発投資の現状

国内企業研究開発投資動向（マクロ）

総務省「科学技術研究調査（2000年（平成12年）以降）」を基にKPMG分析

国内企業部⾨の内部使⽤研究費は年間12兆円規模で推移している。また、過去20年程度で増加基調（CAGR(2002-2020)は
1.2%）にあり、今後も拡⼤傾向に向かうことが想定される。

企業部⾨内部使⽤研究費

CAGR_2002-2020 1.21%
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3. 企業の研究開発投資の現状

研究開発投資上位50社（除医薬品）
上場企業研究開発投資額上位50社（除医薬品）の研究開発費は年間8兆円規模で推移している。近年、研究開発費は増加傾向
にあり（CAGR(2015-2019)は1.9%）、今後も拡⼤傾向に向かうことが想定される。

Gが作成

研究開発費

CAGR_2015-2019 1.90%
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企業部⾨の研究開発活性化の重要性

 2018年度の我が国の科学技術研究費は19.5兆円で、そのうちの７割超の14.2兆円が企業による研究費です。このため、企業の研究開発の活
性化、効率改善が、我が国経済全体の活性化にとって極めて重要です。

 企業部⾨の研究開発の内訳をみると、⼤企業が中⼼となっており、中⼩企業のプレゼンスは⼩さくなっています。
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